様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年　7月　30日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                  　一般事業主の氏名又は名称 ＮＥＣ (えぬいーしー)フィールディング (ふぃーるでぃんぐ)株式 (かぶしき)会社 (がいしゃ)
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  鈴木 (すずき)　浩 (ひろし)    印
住所　〒108-0073
　　　　　　　　　　　東京都港区三田一丁目４番２８号

法人番号　3010401022977　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＮＥＣフィールディングＨＰ

	公表日
	2020年4月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・社長挨拶
https://www.fielding.co.jp/info/aisatu.html
・事業コンセプト
https://www.fielding.co.jp/info/concept/

	記載内容抜粋
	・社長挨拶
近年、あらゆるものがネットワークで繋がるIoT（Internet of Things）社会へと進化し、またAIの普及により社会インフラがより高度化、多様化しています。当社ではお客さまの期待に応え、NEC製品に加え他社の機器やICT機器だけでなく非ICT機器についてもサポート領域を拡大し、お客さまのシステム全体、そして社会インフラを支えています。
私たちはCS（お客さま満足）の向上こそが事業の根幹であると考えており、サービス品質向上の一環として、社内のデジタルトランスフォーメーション（DX）の取り組みを2015年より開始しています。保守現場のサポート品質向上のためにスマートグラスを導入して遠隔支援を可能にし、AIを活用してスキルレベルや位置情報などから最適なCE（カスタマエンジニア）をアサインしています。
・事業コンセプト
AI問診による受付業務の効率化やAIを活用したチャットボット・保守部品の需用予測、スマートグラスを着用したメンテナンス作業など、デジタルトランスフォーメーションの活用によりサポートサービスフォーメーションを進化させ続けています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、機関承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項になります。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 ＮＥＣフィールディングＨＰ
2 広報誌「ふぃーるでぃんぐ」（2020年4月号）

	公表日
	1 2021年7月28日
2 2020年4月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 当社ＨＰ　デジタル技術を活用した当社の事業戦略推進
https://www.fielding.co.jp/info/digital-transformation/strategy/
2 広報誌「ふぃーるでぃんぐ」（2020年4月号）
https://www.fielding.co.jp/info/taidan.html

	記載内容抜粋
	1 デジタル技術を活用した当社の事業戦略推進
当社は事業拡大に向けた経営戦略のひとつとして「ICT以外の領域へもサポートサービス事業を拡大すること」を目指しており、今後さらに多くのお客さまに品質の安定したサービスを提供し、安全・安心な社会インフラをサポートするために、デジタル技術を活用し①現場作業の生産性向上、②現場サポート業務の高度化および効率化に取り組んでいます。
1 現場作業の生産性向上
サポートサービス領域を拡大するためにデジタル技術を活用した現場の見える化、スキルの強化および補完、マネジメント変革等による現場の生産性向上を実現します。
2 現場サポート業務の高度化および効率化
サポートサービス領域拡大に伴い対応する製品やシステムが多様化および高度化し、現場作業も複雑化します。そのためデジタル技術を活用した高度な現場サポートを実現することで、現場作業の品質を維持・向上しつつ、サポートの効率化を実現します。
2 広報誌「ふぃーるでぃんぐ」（2020年4月号）特別対談
企業として社員に健康でいてもらう努力をしようと思っており、社員の体調をデジタルで把握、リモートやテレワークの活用範囲の拡大等、より長く働いてもらえる環境づくりをしています。また、拡大する保守領域のスキルサポートのため、CE（カスタマエンジニア）がスマートグラスを着用して保守作業をし、スマートグラスサポートセンターの後方支援により確実な保守業務ができる仕組みも整えました。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、機関承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項になります。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ＨＰ　事業戦略の推進体制および推進環境整備
https://www.fielding.co.jp/info/digital-transformation/strategy/

	記載内容抜粋
	代表取締役執行役員社長をトップとして役員および関係部門からアサインされたメンバーで構成する全社プロジェクト「NextStage」を立ち上げ、DXを推進しています。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ＨＰ　事業戦略の推進体制および推進環境整備
https://www.fielding.co.jp/info/digital-transformation/strategy/

	記載内容抜粋
	DXを加速するため、社員ひとりひとりの新事業や新技術に対して積極的に挑戦する姿勢、デジタル技術を活用した情報共有およびコミュニケーションを尊重する文化の醸成を目指して、風土文化改革「ReStyle」に取り組んでいます。
具体的な取り組みとして、社員が主体となり全社横断のワークショップや各職場での懇談会などを開催しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＮＥＣフィールディングＨＰ

	公表日
	2021年7月28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ＨＰ　事業戦略達成の指標
https://www.fielding.co.jp/info/digital-transformation/strategy/

	記載内容抜粋
	DX推進による戦略指標として、「デジタル技術による武装化」および「お客さま対応件数の拡大」を掲げています。
・2025年度　社員のデジタル武装化3,700名
・2025年度　生産性向上による年間お客さま対応160万件以上（2020年度比約125％増）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年4月1日

	発信方法
	ＮＥＣフィールディングＨＰおよび広報誌での発信
・社長挨拶
https://www.fielding.co.jp/info/aisatu.html
・数字が示す実績　https://www.fielding.co.jp/info/infographic/
・広報誌「ふぃーるでぃんぐ」　https://www.fielding.co.jp/info/taidan.html

	発信内容
	お客さまの期待に応え、NEC製品に加え他社の機器やICT機器だけでなく非ICT機器についてもサポート領域を拡大し、お客さまのシステム全体、そして社会インフラを支えるため、保守現場のサポート品質向上を実現すべくスマートグラスを導入して遠隔支援を可能にする、AIを活用してスキルレベルや位置情報などから最適なCE（カスタマエンジニア）をアサインする等、デジタルトランスフォーメーションによる継続的な改革に取り組む旨を言及しています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年3月頃～2021年5月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年8月頃～2020年7月頃

	実施内容
	当社のリスク管理については情報セキュリティ基本方針に基づいて制定した「内部統制システムの整備に関する基本方針」に則り、各主管部門が必要な制度・規定を整備しPDCAを回しています。サイバーセキュリティについては個人情報保護、サイバー攻撃への防御、システム構築に関する課題等の観点から対策を講じて実施しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

